
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  住宅取得等資金の贈与 

Ｑ：住宅取得等資金の贈与を受けた場合の

非課税の取扱いが改正されたそうですが、ど

のようになったのですか？ 

 

Ａ：次のようになりました。 

【解説】 

今年度の税制改正では、直系尊属から住宅

取得等資金を受けた場合の贈与税の非課税措

置の取扱いが、次のように拡充されたうえ、

３年間期限が延長されています。 

 ①住宅取得等資金を充てて新築等をした住宅

用の家屋が省エネルギー性・耐震性を備えた

良質な住宅用の家屋である場合 

 イ. 平成24年中に贈与を受けた場合 

   1,500万円 

 ロ. 平成25年中に贈与を受けた場合 

   1,200万円 

  ハ. 平成26年中に贈与を受けた場合 

   1,000万円 

  ②住宅取得等資金を充てて新築等をした住宅

用の家屋が上記①の住宅用の家屋以外の住宅

用の家屋である場合 

 イ. 平成24年中に贈与を受けた場合 

   1,000万円 

 ロ. 平成25年中に贈与を受けた場合 

   700万円 

  ハ. 平成26年中に贈与を受けた場合 

   500万円 
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